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１　は　じ　め　に

　１９８６年以来，第二次ベビー ブームにより大学への進学率は急激に高まっ たが，１９９１年，９２年を

境に受験人口の減少が生じており ，この傾向は今後さらに進むものと思われる 。大学進学率に影

響を与えると思われる要因は多様であり ，なかでも人口構造の変化や景気の変動は大きな要因で

ある 。日本の人口構造は若年者数の減少，高齢者数の増加を背景に確実に高齢化社会へと向か っ

ており ，この傾向は今後さらに強まっ てゆく 。このことは教育機関に大きな痛手を与えるもので

あり ，大学をはじめとする教育産業が淘汰される時代になっ てきたことを示している 。学生数の

減少と女子の四年制大学を志向する傾向から ，短期大学から四年制の女子大学へ転換する大学が

増えている 。また，近年の就職難から資格取得のために高校卒業後専修学校へ行くケースも増え
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）ており ，大学はどこも学生数の確保のために様々な対策をとっ ている 。なかでも ，私立大学は入

試形態を多様化させたり ，積極的に地方入試を実施することにより受験者を集めるとともに，新

設学部を設置したり有名講師を採用するなど学生集めの材料を色々と模索している 。

　大学への進学行動を経済学的なアプローチで分析したものには，Ｂｅｃｋｅｒ（１９６４）に代表される

人的資本論を用いたものやＳｔ１ｇ１１ｔｚ（１９７５）等のシグナリングモテルを適用したものがある 。前者

は， 大学教育を学生の生産性を高めるための投資行動とみなし，教育投資の費用と便益を検討し ，

それらから内部収益率を計算することにより分析を行うものである 。内部収益率とは大学進学を

決定する際に進学にかかる費用と便益を算出し，これらが等しくなる場合の割引率をさす。後者

のモデルも教育の費用と便益の比較を行うものであるが，人的資本論と異なる点は大学教育が学

生の生産性を必ずしも増大させる必要はなく ，学生にとっ て大学教育を受けることは社会に個人

の属性を知らせるシグナルになるということに注目するというところにある 。

　人的資本論に基づいて大学の進学行動を実証的に分析したものにＭａｔｔ１ｌａ（１９８２）や荒井

（１９９０）がある 。両分析は，時系列データを用いて男子の大学進学率を内部収益率で説明してい

る。 内部収益率を計算する際の費用として学生１人当たり学校納付金と放棄稼得を用い，便益と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
して大卒 ・局卒間の賃金差を利用している 。Ｍａｔｔ１１ａ（１９８２）は内部収益率が大学進学率を説明す

る重要な要因であると結論付けているが，荒井（１９９０）ではそのような関係が見いだされていな

い。 荒井（１９９０）はその理由として日本において投資資金の調達可能性の仮定が非現実的なこと

を指摘している 。内部収益率法では資本市場の完全性を仮定しているため，収益率が高けれは銀

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８４６）
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行から借り入れてでも教育投資をすることを意味する 。しかし，現実には銀行から借りてまで教

育投資をせず，その大部分は家計の資金調達力，つまり所得に依存するのである 。所得が教育投

資に影響を及ぼす理由は，第一に所得水準が高いほど多くの教育投資が可能であり ，これによっ

て家計の効用が高まるためである 。第二に，現在の所得を他の金融資産ではなく教育投資にあて

ることにより ，将来所得が高くなるものと期待することによる 。荒井（１９９０）は資本市場が不完

全な場合についての大学進学率の説明も行 っており ，学校納付金が男子の大学進学率に対して負

の極めて有意な効果をもつことや所得が進学率に対して正の効果をもつことを示している 。同じ

ような分析は藤野（１９８６）においても行われており ，大学進学率の決定要因が大卒と高卒の賃金

格差にあるのではなく ，所得と学校納付金にあることを明らかにするとともに１年前の進学率が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
今年度の進学率に正の効果を持つことを示している 。本論文においても ，高卒 ・大卒間の賃金格

差や大学進学に伴う放棄稼得は用いず，所得や初年度納付金等の変数を用いて分析を行う 。高

卒・ 大卒問の賃金格差や放棄稼得は大学進学決定の際に重要ではあるものの，上述の多くの分析

結果からも明らかなように大学進学率に対してあまり効果を持たないことが示されている 。そこ

で， 本論文ではこれらの効果はタミー 変数としてとらえ，大学進学の際により重視するであろう

大学の属性を考慮して分析を行う 。例えは，大学の歴史や将来の就職状況といっ た要因は重要で

あるにもかかわらず，従来の研究では捨象されてきた。今後，人口構造の変化による１８歳人口の

減少が進む中でどのような特徴を持つ大学が存続してゆくのかを分析し，政策的提言を検討して

みることは大学問の生き残り競争がもたらす帰結を考えるうえでも一定の研究価値が見いだされ

るように思われる 。そこで，本論文では大学の属性を表すデータが入手しやすい私立大学に限定

してその進学要因を明らかにする 。大学の属性を表す変数として東証　部企業への就職人数，設

立経過年数，偏差値や卒業生規模を考慮して進学要因を説明する 。これらの変数を用いる理由と

して，本論文では設立年数が経過しているほど，あるいは，偏差値が高い大学ほど，卒業生規模

が大きな大学ほど期待所得が大きいと考えている 。これらの変数が期待所得を高める理由として ，

設立されてから年数の経過している大学ほど歴史があり ，知名度が高いと考えられることから将

来の就職に有利であると思われるためである 。同様に，偏差値の高い大学出身者は将来の就職に

有利であると考えられるためである 。また，卒業生規模の大きな大学ほど企業内におけるＯＢ ・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
ＯＧ数が多く ，就職に有利であると考えられるためである 。後述のように，帝国データバンクが

まとめた従業員３３０人以上の企業を対象にした社長１万人の出身大学別の人数と各私立大学の設

立年数の古さや偏差値との相関が高いことからも ，設立年数や偏差値等を期待所得の代理変数と

して用いても問題はないものと思われる 。また，近年の不況の影響による就職状況の悪化から民

問企業へ就職するよりも公務員を志望する学生が増加する傾向にある 。このような卒業生の就職

動向が翌年の志願者数にどの程度影響を及ぼしているのかについても検討する 。推計には１９９４年

と９６年の私立大学のプールしたデータ（文系学部１４４大学，理系学部４７大学）を用いる 。集計された

マクロデータではなく ，私立大学のミクロデータを用いて分析を行う点で従来の研究とは異なる 。

　本分析で得られた結果は以下のとおりである 。大学志願者数に対する所得と初年度納付金の効

果は，多くの先行研究で確認されたように所得が上昇すると大学志願者数は増加し，初年度納付

金が上昇すると大学志願者数が減少することが分かる 。また，国公立大学に対する私立大学の初

年度納付金比率の志願者数への影響は負で統計的に有意であることから ，国公立大学に比べて高

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８４７）
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い私立大学の初年度納付金が私立大学の志願者数減少を引き起こす要因であることが明らかであ

る。 いずれの係数も理系学部で大きいことから ，理系学部の初年度納付金が文系学部よりも平均

的に高いため，所得水準の低下は理系学部の志願者数により大きなマイナスの効果が表れるとと

もに，受験生にとっ て理系学部の初年度納付金が国公立 ・私立を選択する際の重要な要因である

ことが分かる 。次に，将来所得に影響を及ぼすと考えられる変数の効果をみてみると ，東証　部

企業への就職人数や設立経過年数の大学志願者数に及ぼす影響は統計的に有意であるものの，そ

の効果はそれほど大きなものではないことが明らかになっ た。 理系学部では東証　部企業への就

職者数よりもむしろ公務員への就職者数の大学志願者数に及ほす影響の方が大きく ，このことは

近年の就職状況の悪さを反映した公務員志向や理系学部特有の大学院進学率への高さなどが関運

しているものと推測される 。つまり ，理系学部において学部卒業後の進路は民問企業へ就職する

よりも大学院へ進学する比率が高く ，そのため大学院終了後の就職先がより重視されるというこ

とである 。偏差値ダミーや卒業生規模ダミーの効果をみると ，第一に偏差値の高低により大学受

験への二極分化が起こっ ており ，偏差値の高い大学ほど人気が高いことと ，第二に卒業生規模の

大きな大学ほど志願者数の減少が小さいことが明らかになっ た。 このことは，将来の就職（つま
り， ＯＢ ・ＯＧ数の多さやネ ットワークの強さ）を意識して，学生の受験選択に大規模でより偏差値

の高い大学を志願する度合いが強まっ ていることを示すものと思われる 。また，年度ダミーは ，

いずれの学部においても負で有意であることから ，９４年に比べて９６年の方が大学志願者数は減少

しており ，その要因としては１８歳人口の減少に伴う大学進学率の低下や平成不況の影響により私

立大学離れが進んでいることなどが考えられる 。学部ダミーは負で統計的に有意であり ，私立大

学の中では文系学部よりも理系学部への人気が高まっ ていることが分かる 。

　次節では，将来所得と本分析で用いるテータとの関連について概観する 。３節では，基本モデ

ルについて述べ，４節では推定式の特定化とデータの説明を行う 。５節では推定結果を示し，最

後の節では結論を述べる 。

２　将来所得と大学の設立経過年数，偏差値および卒業生規模との関係

　本論文では，大学の設立経過年数，偏差値および卒業生規模が卒業後の将来所得に与える効果

を通じて大学志願者数の決定要因となりうると想定する 。つまり ，より設立年数が経過している

大学，偏差値が高い大学，卒業生規模の大きな大学ほと ，そうでない大学に比べて相対的により

卒業後の将来所得が高いと予想される。従 って，これらの変数の値が大きいほと大学志願者数に

は正の効果を持つと考えられる 。本分析では，偏差値と卒業生数はダミー変数として用いるため ，

偏差値が高いほと ，卒業生規模が大きいほど翌年の大学志願者数に与える正の効果が大きいもの

と考える 。また，翌年の大学志願者数が減少する傾向にある場合，偏差値が高いほど，卒業生規

模が大きい大学ほど減少率が小さいものと想定している 。

　実際にそのような関係が成り立つのかとうかについて以下では簡単な検証を行 ってみた。帝国

データバンクがまとめた従業員３３０人以上の企業を対象とした社長１万人の出身大学のデータ

（「大学ランキング」に掲載）と本研究で用いた各大学の偏差値，設立経過年数および卒業生数のデ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８４８）
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一タとの相関係数を調べることにより ，これらの変数間に正の関係がみられるのかどうかを検討

した。偏差値と社長数の相関係数はＯ ．６４４４７６であり ，両変数の問に高い正の相関のあることが分

かる 。また，設立経過年数と社長数の相関係数は０２８２８２と若干低いものの，両変数の間に正の

関係があることが確認された。卒業生数と社長数の相関係数を求める際には，社長数を卒業生数

で割 った基準化した比率を用いた。卒業生数と社長比率の相関係数はＯ ．３１６４９であり ，両変数問

に正の相関が存在することが分かる 。

　上記の結果から ，本分析では設立年数が経過している大学，偏差値の高い大学およぴ卒業生規

模の大きい大学ほど卒業後の将来所得が高まると想定し，大学志願者数に対して正の効果を持つ

ものと考える 。

３　基本モデル

　本節では，推定式導出のための簡単なモデルを提示する 。代表的な家計は２期問生存して，１

期目に大学サービス（教育投資）１と貯蓄水準Ｓを決定する 。１期目の消費は考えない。２期目

の所得は，１期目の貯蓄と大学サービス（教育投資）から生じる収益篶＝篶（１）によっ て決まる

と考える 。各期の予算制約は以下の通りである 。

　　　　Ｋ＝〃十８　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１）

　　　　篶十（１＋７）Ｓ＝Ｃ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２）

ここで，Ｋ，７，Ｃ，戸のそれぞれは一期目の所得，利子率，２期目の消費水準，大学サ ービス

の価格（初年度納付金）を表す。また，２期目の大学投資からの収益は次のように仮定する 。

　　　　篶＝〃　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３）

ここで，汐＞Ｏは教育投資から期待される限界収益を表すパラメータであり ，大学サ ービスを購

入することで将来得られるであろう収益の大きさを規定する 。例えば，大学の社会での知名度や

評判が高まれは，大学卒業後に得られるであろう収益（所得）はより大きくなると期待されるが ，

これは９の値が大きいケースと解釈できる 。また，以下では，大学サ ービスに対する需要が正

で意味のある条件を満たすためにア＞房／（１＋７）を仮定する 。さらに，家計の効用関数は，大学

サービスと２期目の消費水準に依存するとして，ひ（１，Ｃ）と表すものとする 。効用関数に大学

サービスが含まれている理由は，大学教育によっ てより多くの知識を獲得することが個人の効用

を高めるものと想定しているためである 。

　このとき ，代表的な家計の解くべき問題は以下のようになる 。

　　　　ル７ｏ工ひ（１ ，Ｃ）

　　　　１
，Ｃ

　　　　　　　　　１　　　　　　　１
　　　　 ｓカＰ１＋　　　　Ｃ＝Ｋ＋　　　　篶
　　　　　　　　１＋７　　　　　１＋７

効用関数をひ（１，Ｃ）：１ぴＣ １一ぴ とコブダグラス型の関数に特定化して，また割引因子を６…１／

（１＋７）と定義して上記の問題の限界条件を求めると以下のようになる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８４９）
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（４）

これを上の制約条件式に代入して ，

　　　　　　 ぴＫ
　　　　１＝
　　　　　Ｐ一砺

　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
という大学サ ーヒスの需要関数をえる 。また，次の比較静学結果を導出できる 。

６１

一くＯ ，

６ア

６１　　　　６１
　　＞Ｏ，一＞Ｏ
洲　　　６房

４　推計式の特定化とデータ

　３節で導出された需要関数を以下の対数線形式で特定化する 。大学　般への進学行動は私立大

学を受験する学生にも共通するので，私立大学を受験する学生も３節で展開された大学　般への

進学行動の理論に基づいて進学決定を行 っているものと考える 。また，私立大学に限定すること

により大学の属性を考慮した分析が可能になる。ここで，教育投資（１）を表す変数として各私

立大学の１９９４年と９６年の志願者数の自然対数値（１ｎＳｌｇ．ｎ）を用いる 。また，大学サーヒスの価格

（Ｐ）は国公立大学との授業料格差を考慮して１９９３年と９５年の国公立大学と各私立大学の初年度

納付金の比率を用いる 。一期目の所得（Ｋ）として下記の１ｎＳｙｏｔｏｋｕ を用いる 。教育投資から

期待される限界収益を表すパラメータ（房）として，設立年から９４年，９６年までの経過年数

（Ｓ．ｔ．ｕ．ｉｔ．ｕ） ，各私立大学の９３年と９５年の卒業者が東証一部企業へ就職した人数（Ｔｏｕ．ｙｏ），偏差

値タミー（Ｈｅｎ・・１ ，Ｈｅｎ・・２） ，卒業生規模タミー（Ｓｏｔ・ｕｇｙｏ１，Ｓｏｔ・ｕｇｙｏ２，Ｓｏｔ・ｕｇｙｏ３）を用いる
。

１ｎ　Ｓ１ｇａｎ＝Ｃ１＋Ｂ１＊１ｎ　Ｓｙｏｔｏｋｕ＋Ｂ２＊Ｎｏｕｆｕｋｍｒ＋Ｂ３＊Ｓｅｔｓｕｒ１ｔｓｕ ＋Ｂ４＊Ｔｏｕｓｙｏ

＋Ｂ５＊Ｋｏｕｍｕｍ＋Ｂ６＊Ｂａｍｔｓｕ＋Ｂ７＊Ｈｅｎｓａ１＋Ｂ８＊Ｈｅｎｓａ２＋Ｂ９＊Ｓｏｔｓｕｇｙｏ１

＋Ｂ１Ｏ＊Ｓｏｔｓｕｇｙｏ２＋Ｂ１１＊Ｓｏｔｓｕｇｙｏ３＋Ｂ１２＊Ｎｅｎｄｏ＋Ｂ１３＊Ｇａｋｕｂｕ ＋Ｕ１

変数の定義

　１ｎＳｉｇａｎ： 各私立大学の１９９４年と９６年の志願者数の自然対数値

　１ｎＳｙｏｔｏｋｕ： 各私立大学の１９９３年と９５年の入学者数（または合格者数）の出身地（どの都道府県

　　　からか）を調べ，出身別人数と９３年，９５年の所得から加重平均値を算出した。なお，所

　　　得には常用労働者一人平均月間現金給与額（都道府県別現金給与総額の調査産業計）の９３年

　　　と９５年の値を用いている 。自然対数値

　Ｎｏｕｆｕｋｍｒ１９９３年，９５年の国公立大学に対する各私立大学の初年度納付金の比率

　Ｓｅｔｓｕｒ１ｔｓｕ　設立年から１９９４年，９６年までの経過年数

　Ｔｏｕｓｙｏ： 各私立大学の１９９３年と９５年の卒業者が東証一部企業へ就職した人数

　Ｂａ１ｒ１ｔｓｕ　１９９３年，９５年の志願倍率（１９９３年と９５年の志願者数を同年の合格者数で割 ったもの）

（８５０）
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Ｈｅｎｓａ１　偏差値タミー（偏差値が４４９以下なら１ ，それ以外であれはＯをとるタミー変数。偏差値

　　は１９９３年と９５年を用いている 。）

Ｈｅｎｓａ２ ：偏差値ダミー（偏差値が５５以上なら１ ，それ以外であればＯをとるダミー 変数。偏差値は

　　１９９３年と９５年を用いている）

Ｓｏｔｓｕｇｙｏ１ ：卒業生規模ダミー（前年の卒業者数が３００人以下の大学であれば１ ，そうでなければ

　　０をとるダミー変数。１９９３年と９５年の卒業者数を用いている 。）

Ｓｏｔｓｕｇｙｏ２ ：卒業生規模ダミー（前年の卒業者数が３００人を超え，６００人以下の大学であれば１ ，そ

　　うでなければＯをとるダミー変数。１９９３年と９５年の卒業者数を用いている 。）

Ｓｏｔｓｕｇｙｏ３ ：卒業生規模ダミー（前年の卒業者数が６００人を超え，１０００人以下の大学であれば１ ，

　　そうでなければ０をとるダミー変数。１９９３年と９５年の卒業者数を用いている 。）

Ｎｅｎｄｏ： 年度ダミー（９４年であればＯ ，９６年であれば１をとるダミー 変数）

Ｇａｋｕｂｕ 学部タミー（文系学部であれは１ ，理系学部であれぱＯをとるダミー 変数）

　ただし，Ｃ１は定数項，Ｕ１は撹乱項である 。推計には文系学部１４４大学，理系学部４７大学の

１９９４年と９６年のデータをプールしたものを用いた。また，全学部について推定を行う場合には説

明変数に学部ダミーを加えた。実際の推計には多重共線関係などの問題を考慮して，説明変数の

組み替えを行 った。なお，用いたテータの要約統計量は表１に示した 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　表１　データの要約統計量

全学部（Ｎ＝３８２） 文系学部（Ｎ＝２８８） 理系学部（Ｎ＝９４）

平均 標準偏差 平　均 標準偏差 平　均 標準偏差

翌年の志願者数 １０１１３ ．９０ ３２５６ ．９９ １１０２１ ．１８ １４４６８ ．２７ ７３３４ ．１５ ７９７７ ．４７

所　　得 ３４ ．６９ ２． ６６ ３４ ．６７ ２． ６２ ３４ ．７５ ２． ７８

初年度納付金 １１２ ．８０ １７ ．２９ １０６ ．２８ １３ ．５１ １３２ ．７８ １１ ．２５

初年度納付金比率
１． ７４６ Ｏ． ２６６ １． ６４５ ０． ２０７ ２． ０５５ ０． １７１

設立経過年数 ３２ ．９８ １３ ．９１ ３２ ．２３ １４ ．１９ ３５ ．２９ １２ ．７９

東証一部就職者数 ４２ ．８８ ５８ ．７３ ４１ ．５３ ５７ ．１８ ４７ ．ＯＯ ６３ ．３７

公務員就職者数 ２４ ．９５ ５１ ．４５ ２９ ．５６ ５１ ．７６ １０ ．８３ ４８ ．０３

受験倍率 ４． ２９ ２． ２７ ４． ５３ ２． ５１ ３． ５２ Ｏ． ９３４

偏差値ダミー１ Ｏ． １２６ Ｏ． ３３２ Ｏ． ０８３ Ｏ． ２７７ Ｏ． ２５５ Ｏ． ４３８

偏差値ダミー２ Ｏ． ２８８ ０． ４５３ Ｏ． ２９９ Ｏ． ４５８ Ｏ． ２５５ Ｏ． ４３８

卒業生規模ダミー１ ０． １１５ Ｏ． ３２０ Ｏ． １１８ Ｏ． ３２３ Ｏ． １０６ Ｏ． ３１０

卒業生規模ダミー２ Ｏ． ２６７ Ｏ． ４４３ Ｏ． ２５７ Ｏ． ４３８ ０． ２９８ Ｏ． ４６０

卒業生規模ダミー３ Ｏ． ２２０ Ｏ． ４１５ Ｏ． ２２２ Ｏ． ４１６ Ｏ． ２１３ Ｏ． ４１１

年度ダミー
Ｏ． ５００ ０． ５０１ Ｏ． ５００ Ｏ． ５０１ Ｏ． ５００ ０． ５０３

学部ダミー
Ｏ． ７５４ Ｏ． ４３１

　注）初年度納付金は私立大学の数値であり ，初年度納付金比率は国公立大学に対する私立大学の初年度納付金の

　　　比率である 。ダミー変数なとの詳しい説明は，本文中の変数の定義を参昭のこと 。

　次に，データソースと加工法について述べる 。大学志願者数は朝日新聞社が毎年発表している

「大学ランキング」の１９９４年，９６年の各私立大学の文系学部と理系学部の志願者数を用いている 。

なお，文系学部には体育学部，美術学部，芸術学部，音楽学部を除く人文 ・社会系学部が含まれ

る。 理系学部には工学部と理工学部が含まれる 。両学部とも授業料が例外的に高い学部は除いて

いる 。所得は，１９９３年と９５年の労働省「毎月勤労統計調査」の常用労働者１人平均月間現金給与

額として，都道府県別現金給与総額の調査産業計（事業所規模５人以上）を用いた。上述のように ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８５１）
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各私立大学の９３年と９５年の入学者数（または合格者数）の出身地（どの都道府県からか）を調べ，出

身別人数と上記の９３年，９５年の所得から加重平均値を算出した。私立大学の初年度納付金は ，

「大学ランキング」と河合塾 ・東洋経済が毎年発表しているｒ日本の大学」から１９９３年と９５年の

文系学部と理系学部の初年度納付金を用いている 。また，国公立大学の初年度納付金も「大学ラ

ンキング」のら９３年と９５年の数値を用いた。初年度納付金比率として，各私立大学の初年度納付

金を国公立大学の初年度納付金で割 ったものを用いている 。なお，所得と初年度納付金は９０年物

価指数で実質化した。設立経過年数は「日本の大学」から各私立大学の設立年度を調べ，設立年

度から１９９３年と９５年までそれぞれ何年経過しているか計算したものを用いた。東証　部企業就職

者数は「日本の大学」に掲載されている９３年と９５年の卒業者が東証一部企業へ就職した人数であ

る。 ただし，就職人数の多い企業のうち，東証一部企業へ就職した人数を用いている 。そのため ，

すべての卒業者の就職先が把握されているわけではない。志願倍率は「大学ランキング」の９３年
，

９５年の志願者数を同年の合格者数で割 って算出した。偏差値は「日本の大学」からの数値で，河

合塾／全国進学情報センターの実施した全統模試受験者の入試結果追跡調査をもとに合格可能性

５０％ラインを示している 。９３年と９５年の卒業生数は「日本の大学」からの数値である 。

　３節の比較静学結果からも分かるように，前年の所得（１ｎＳｙ．ｔ．ｋｕ）が高いほど多くの教育投資

が可能であることから ，予想される符号条件は正である。また，私立大学の前年の初年度納付金

が国公立大学のそれに比べて高いほど，志願者数は減少すると思われるので予想される符号条件

は負である 。受験生は将来の就職を考慮して大学選ぴをすると思われるので，東証　部企業への

就職人数（Ｔ．ｕ．ｙ。）が多いところほど，志願者数は増えるものと思われる。したがって，予想さ

れる符号条件は正である 。歴史のある大学ほどＯＢ ・ＯＧ数も多く将来の就職に有利であると思

われるため，設立年数（Ｓｅｔ．ｕづｔ．ｕ）の経過している大学ほど志願者数は増える 。このことから ，

予想される符号条件は正であろう 。志願倍率（Ｂａ１．１ｔ．ｕ）が高い大学ほと人気のある大学であるの

で， 翌年の志願者数は増加するものと予想される 。したがって，予想される符号条件は正であろ

う。 河合塾の調査から ，偏差値別に大学受験者の二極分化の起こっ ていることが明らかにされて

いる 。調査によると ，偏差値が５５以上の大学に比べて ，４４ ．９以下の大学では志願者数の減少率が

大きい。これらの傾向をみるために，Ｈｅｎｓａ１とＨｅｎｓａ２を用いる 。予想される符号条件は両方

とも負でＨｅｎｓａ２よりＨｅｎｓａ１の係数が大きいか，Ｈｅｎｓａ２が正の場合もあるだろう 。卒業生の

多い大学ほと企業内におけるＯＢ ・ＯＧ数も多く将来の就職に有利であると思われるため，卒業

生規模ダミーは卒業生が多いほど（Ｓ．ｔ．ｕｇｙｏ１よりＳｏｔ．ｕｇｙ．ｕ２，Ｓ．ｔ．ｕｇｙ．２よりＳ．ｔ．ｕｇｙ．ｕ３）志願

者数を増加させる方向に働くか，あるいは翌年の受験者が減少する傾向にあ ったとしても ，卒業

生規模が大きいほど志願者数の減少率は小さくなるものと予想される。このように，卒業生規模

ダミーについては様々なケースが考えられるので，符号条件は定まらないだろう 。９４年に比べて

９６年は人口構造の変化による１８歳人口の減少や平成不況の影響による志願者数の減少が顕著であ

ることから，年度ダミー（Ｎ．ｎｄ。）は負と予想される 。私立大学の中でも ，平成不況の影響など

から将来の就職を考慮して文系学部離れが進み理系学部への人気が高まっ ていることから ，学部

タミー（Ｇ・ｋｕｂｕ）は負であろう
。

（８５２）
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５　推　定結　果

　文系学部１４４大学，理系学部４７大学のデータの両方を合わせた全学部で推計し，その後，文系

学部と理系学部について推計を行 った。推計には，１９９４年と９６年のデータをプールしたものを用
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
いた。なお，推定は上記の対数線形式を最小自乗法によっ て回帰分析した。推定結果は表２ －１

，

表２－２ ，表２ －３である 。

　全学部でみても ，文系学部 ・理系学部を個別にみても ，所得の係数は正の符号条件を満たして

おり ，ｔ 値も高くおおむね１％水準で有意である 。所得は自然対数値を取 っていることから ，そ

の係数は大学志願者数に対する所得弾力性を表している 。いずれの学部でも所得弾力性は大きく ，

所得の上昇が大学志願者数を増加させる方向に動いていることが分かる 。次に，文系学部と理系

学部の所得弾力性を比べてみると ，説明変数を組み替えたいずれの計測結果からも理系学部の所

得弾力性が文系学部よりも大きい。このことは，理系学部の授業料が文系学部よりも平均的に高

いため，所得水準の低下は理系学部の志願者数により大きなマイナスの効呆が表れることを示し

ている 。次に，初年度納付金比率の係数はいずれの学部においても負の符号条件を満たしており ，

ｔ値も高く統計的に有意な結果となっ ている 。これは，国公立大学に比べて高い私立大学の初年

度納付金が私立大学の志願者数減少を引き起こす重要な要因であることを示すものである。文系

表２－１全学部
被説明変数 ：１Ｓｉｇａｎ

Ｃ ４． ９２２８５ ｝“ ３． ３７９９６ ６． ７２８７０ 竈“ ５． １２７２６ 竈“ ７． ７４９１１“竈

（２ ．９９９７６） （１ ．２３５０６） （４ ．１３４８８） （３ ．１５１６５） （５ ．１４７４１）

１ｓｙｏｔｏｋｕ １． ７４５２９”’ ２． ３２１２０ ｔ“ １． ０８８６５ ｝” １． ５９２３６ ｝“ ０． ７２２３８“

（３ ．７５６８４） （２ ．９３８７５） （２ ．３２７７８） （３ ．４３８０４） （１ ．６７４２１）

ｎｏｕｆｕｋｉｎｒ 一〇 ．７５４１７“ 一１ ．６６９０８ ｝榊 一〇 ．６１１０６ ｝“ 一〇 ．６１５４４ “” 一〇 ．６０９７６“ウ

（一４ ．６４５５０） （一６ ．５０７５４） （一４ ．０１９５７） （一３ ．６６６２０） （一４ ．１５４９８）

ＳｅｔＳｍ＝ｉｔＳｕ Ｏ． ０１６４２ ｔ”

（３ ．７６９６）

ｔＯｕＳｙ０
Ｏ． Ｏ０３５３ ウ“

（５ ．１０６５９）

ｋｏｕｍｕｉｎ Ｏ． Ｏ０１８４“ｔ

（２ ．８７４３２）

ｂａｉｒｉｔｓｕ Ｏ． １２３１５”“

（９ ．４４６３５）

ｈｅｎｓａ１ 一〇 ．４４３３３ ““ 一〇 ．９３０６０“ヰ 一〇 ．４４４１６｝“ 一〇 ．４２１３３““ 一０ ．４００２０ ’｝

（一４ ．２９６０５） （一５ ．５８９６９） （一４ ．４４６７６） （一４ ．１１０９５） （一４ ．３０８３１）

ｈｅｎｓａ２ Ｏ． ３９８７５ ．“ Ｏ． ４９０３７““ Ｏ． ２５０９０ ““ Ｏ． ４２１２８｝“ Ｏ． ４２５２６３“．

（５ ．３２８２２） （３ ．８９４１８） （３ ．２ユ６２７） （５ ．６５２３６） （６ ．３１５０５）

ｓｏｔｓｕｇｙｏ１ 一２ ．５０７３３榊“ 一２ ．３２６７２ ““ 一２ ．４７２３６”｝ 一２ ．４１１８６ ．“

（一２３ ．２１２４） （一２１ ．０８１１） （一２２ ．９６３０） （一２４ ．７０２５）

ｓｏｔｓｕｇｙｏ２ 一１ ．５５３０２ ．” 一１ ．４０８８６““ 一１ ．５２３２４“竈 一１ ．５０８３２ ｝”

（一１９ ．１５８８） （一１６ ．８９６２） （一１８ ．８１７９） （一２０ ．６５３２）

ｓｏｔｓｕｇｙｏ３ 一〇 ．９６１４４“｝ 一〇 ．８２２８１”． 一〇 ．９３２４４“｝ 一１ ．００３３０ ｔ”

（一１１ ．３１９４） （一９ ．５０３７５） （一１１ ．００５７） （一１３ ．１１６６）

ｎｅｎｄＯ 一〇 ．２０４７７ ｔ“ 一〇 ．２６６７６ ｔ舳 一〇 ．１８７８９ ““ 一０ ．１９９４７ “榊 一０ ．１３０２３“．

（一３ ．３４９３７） （一２ ．６６２３１） （一３ ．１７０２５） （一３ ．２９２７２） （一２ ．３４５２１）

９・
ｋｕｂｕ 一〇 ．３５８３７舳ｔ 一〇 ．７４４８２“ｔ 一０ ．２７３０５ ｔ“ 一０ ．３３２８４“｝ 一０ ．４１８６８“．

（一３ ．６１６８５） （一４ ．５６９１６） （一２ ．８０４７９） （一３ ．３７８０１） （一４ ．６８７９８）

ａｄｊ．Ｒ２ Ｏ． ７６１７７ Ｏ． ３６０３４７ Ｏ． ７７６８１５ Ｏ． ７６６３３１ Ｏ． ８０７４４２

Ｎ ３８２ ３８２ ３８２ ３８２ ３８２

注）・“ 榊，・ はそれぞれ１％，５％，１０％の水準で有意であることを示す 。

　　括弧内はｔ 値である 。Ｎはサンプル数を表す 。

（８５３）
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表２－２ 文系　学部
被説明変数 ：１Ｓ１ｇａｎ

Ｃ ３． ９２８３３“ ２． ２５９９３ ５． ９３９３０ ．“ ４． ０１６６０“ ７． ０７７２１巾“

（２ ．０１３６４） （０ ．６９０９１４） （３ ．１０５８９） （２ ．０６５５８） （４ ．０３４２８）

ｌｓｙｏｔｏｋｕ １． ８４９６０ ｝“ ２． ３８２６４ ｝“ １． １８５３３榊 １． ７７７３６ ．“ ０． ６９５１２ ｝

（３ ．３３１９３） （２ ．５００３） （２ ．１６２１６） （３ ．２０４２３） （１ ．３７４６８）

ｎｏｕｆｕｋｉｎｒ 一０ ．５１６８３”■ 一１ ．５９２１１｝“ 一〇 ．４５５２４ ．“ 一０ ．４５２１４” 一０ ．３３８１７“

（一２ ．６９０１４） （一５ ．３１８２１） （一２ ．４６６１２） （一２ ．３１８３３） （一１ ．９８３９５）

ＳｅｔＳ皿ｉｔＳｕ ０． ０１６６３ ““
（３ ．２２２０３）

ｔＯｕＳｙＯ ０． ００４４０”“

（５ ．０５２２６）

ｋｏｍｍｉｎ ０． Ｏ０１３０”

（１ ．７３４５２）

ｂａｋｉｔｓｕ Ｏ． １２４４５ 竈”
（９ ．０１５５）

ｈｅｎｓａ１ 一０ ．２８５５８舳 一１ ．２７４３２”“ 一０ ．３１５２６榊 一０ ．２７２９０｝ 一〇 ．１９８８３ ｔ

（一１ ．８９９１２） （一５ ．５７７５４） （一２ ．１８４９４） （一１ ．８１９１９） （一１ ．４９６４９）

ｈｅｎｓａ２ ０． ３９４１２舳巾 Ｏ． ６６６２０“｝ Ｏ． １８２６５“ Ｏ． ４０５５７ ｔ舳 Ｏ． ４３００１｝舳

（４ ．３８６７４） （４ ．５１８３） （１ ．９０７２４） （４ ．５１８０９） （５ ．４２４４９）

ｓｏｔｓｕｇｙｏ１ 一２ ．７２０６４舳｝ 一２ ．５０９８１舳ｔ 一２ ．６８８５３“ｔ 一２ ．６１７９１“ｔ

（一１９ ．３００４） （一１７ ．７４４２） （一１８ ．９７７０） （一２０ ．９８６７）

ｓｏｔｓｕｇｙｏ２ 一１ ．７９１２６ “” 一１ ．５９９６９ ｝“ 一１ ．７６２０８“． 一１ ．７３２９９ ホ榊
（一１７ ．８０６７） （一１５ ．４３６４） （一１７ ．３３６９） （一１９ ．４９７６）

ｓｏｔｓｕｇｙｏ３ 一１ ．１６７５７ “榊 一０ ．９７７２１舳｝ 一１ ．１４０４４““ 一１ ．１９３３８“｝

（一１１ ．１８１６） （一９ ．１３５５２） （一１０ ．８３９２） （一１２ ．９６２９）

ｎｅｎｄｏ 一０ ．２１１４２ ｝“ 一０ ．２６６０２“ 一〇 ．１９５９６舳ｔ 一０ ．２０９２３“ｔ 一０ ．１２３６２“

（一２ ．８５９０９） （一２ ．２０２７１） （一２ ．７６１５３） （一２ ．８３９２７） （一１ ．８７６２８）

ａｄｊ．Ｒ２ ０． ７７０９９２ ０． ３８８８２８ ０． ７８９４９６ ０． ７７２６２９ Ｏ． ８２２１６３

Ｎ ２８８ ２８８ ２８８ ２８８ ２８８

注）舳・ ”，・ はそれぞれ１％，５％，１０％の水準で有意であることを示す 。

　　　括弧内はｔ 値である 。Ｎはサンプル数を表す 。

表２－３理系学部
被説明変数 ：１ｓｉｇａｎ

Ｃ ４． ６１３９６榊 １． ４６９７３ ５． ４４２７０榊 ５． ６３０９７帥． ５． ６６３１８舳

（２ ．００２５５） （Ｏ ．３４７４８） （２ ．２４９３９） （２ ．５１０３１） （２ ．２９７８１）

ｌｓｙｏｔｏｋｕ ２． ０３２９６“｝ ３． ０７７１８“． １． ６９０１５榊“ １． ４０５８０“ １． ６９１６５ ｔ榊
（３ ．１２８１） （２ ．５６１０２） （２ ．３５０３９） （２ ．１２１５８） （２ ．３８２７５）

ｎｏｕｆｕｋｉｎｒ 一１ ．２２１６８“’ 一１ ．９５９２３ ．” 一１ ．０６９８３ ｝” 一〇 ．６７６９３” 一１ ．２４０６７ ．舳
（一５ ．２５７６０） （一４ ．５０８５４） （一３ ．９６８９７） （一２ ．２９７５６） （一５ ．３３８８３）

ＳｅｔＳ皿ｉｔＳｕ ０． ０１４５４“

（２ ．０３３７８）

ｔＯｕＳｙＯ Ｏ． ００１０１

（１ ．１０７３５）

ｋｏｕｍｕｈ Ｏ． ００２９９““

（２ ．８３４３１）

ｂａ辻ｉｔｓｕ ０． ０５５９６

（１ ．１８０４２）

ｈｅｎｓａ１ 一０ ．６５８５９“｝ 一０ ．６２４６５“｝ 一〇 ．６４８１３ ■“ 一〇 ．６１７９０ ｝帥 一〇 ．６５７１６ ““
（一６ ．３７５３３） （一３ ．０７６００） （一６ ．２５６３５） （一６ ．１５９９３） （一６ ．３７５８２）

ｈｅｎｓａ２ Ｏ． ２２８６４ユ” 一〇 ．１８５０５ Ｏ． ２０７１０” Ｏ． ３２５２７““ ０． ２３６７９“

（２ ．２０９２７） （一〇 ．８８９２２０） （１ ．９６９２５） （３ ．０９３７） （２ ．２８８１８）

ｓｏｔｓｕｇｙｏ１ 一１ ．９６５０３ 巾” 一１ ．９０４５８”ホ 一１ ．９８２０６ ““ 一１ ．９５６２２ “”
（一１４ ．４７６５） （一１３ ．０３２８） （一１５ ．１７８０） （一１４ ．４２３１）

ｓｏｔｓｕｇｙｏ２ 一〇 ．９６１９３ ｝” 一〇 ．９２５７１｝舳 一〇 ．９５５００ “舳 一〇 ．９６１１２ ““
（一９ ．９３５７４） （一９ ．０６９５３） （一１０ ．２６０７） （一９ ．９５０１４）

ｓｏｔｓｕｇｙｏ３ 一０ ．４２４６７ “舳 Ｏ． ３９４７６“｝ 一〇 ．４０３４２ ｔ“ 一０ ．４６５６４ “榊

（一３ ．８８０１３） （一３ ．５０６１１） （一３ ．８２５７３） （一４ ．０６３９４）

ｎｅｎｄｏ 一０ ．２０４５０榊“ 一０ ．２９２７０“ 一０ ．１９２２４ ｝“ 一〇 ．１７５０３ “｝ 一〇 ．１８８８７ 竈”

（一２ ．６４２７２） （一１ ．９６３８４） （一２ ．４６２４６） （一２ ．３３１０２） （一２ ．４１１１８）

ａｄｊ．Ｒ２ ０． ８３０１４１ ０． ３７５８８２ ０． ８３０５９２ Ｏ． ８４３１２２ Ｏ． ８３０９２４

Ｎ ９４ ９４ ９４ ９４ ９４

注）・帥 ”，・ はそれぞれ１％，５％，１０％の水準で有意であることを示す 。

　　　括弧内はｔ値である 。Ｎはサンプル数を表す 。

（８５４）



　　　　　　　　　　　　　　大学志願決定要因の計量分析（五十嵐）　　　　　　　　　　　　　　４１

学部と理系学部の比較では，説明変数を組み替えたいずれの計測結果からも理系学部の初年度納

付金比率の係数が大きく ，文系学部に比べて平均的に高い大学サーヒス「価格」が国公立 ・私立

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
を選択する理系学部の受験生にとっ て重要な要因であることを示している 。

　次に，将来所得に影響を及ぼすと考えられる東証一部企業への就職者数の係数をみてみると ，

文系学部では正の符号条件を満たしており ，１％水準で有意であるのに対して，理系学部では正

であるものの統計的に有意な結果ではない。また，文系学部において統計的に有意な結果である

とはいえ，その係数は小さく ，大学志願者数に及ぼす効果は極めて小さいことが分かる 。このこ

とから ，学生が大学受験をする際に将来の就職状況の良い大学を志願する傾向はあるものの，そ

の効果はそれほど大きくないことが分かる 。これは，バブル崩壊以降の景気低迷に伴い，金融機

関を中心とした倒産があいつぐなか，有名企業への就職が必ずしも絶対的なものでないという意

識が学生の中に定着してきていることを示唆するものであろう 。また，理系学部において東証一

部企業への就職人数の係数が小さい理由として，理系学部では大学卒業後大学院への進学割合が

高いことから ，将来の就職という場合には大学院修士終了後（あるいは博士終了後）の就職状況が

重視される傾向にあることが考えられる 。この場合は，理系学部を志願する受験者が大学院の有

無や大学院終了後の就職状況等を考慮して大学を受験するといっ た要因を追加して分析を行う必

要があるものと思われる 。さらに，東証一部企業への就職人数の係数が小さい理由として，文系

学部 ・理系学部に共通して，近年の景気低迷に伴う就職状況の悪さから民間企業よりも公務員を

志願する傾向にあることも考えられる 。このことを確認するために，公務員への就職人数が大学

志願者数に及ぼす影響を含めて計測を行い，上記の東証一部企業への就職人数の場合と比べてみ

た。 文系学部 ・理系学部ともに公務員への就職人数の係数は正で，文系学部では５％水準，理系

学部では１％水準で有意である 。文系学部では上記の東証一部企業への就職者数の係数が大きい

が， 理系学部においては公務員への就職人数の係数が民間企業への就職人数に比べてはるかに大

きい。このことは，文系学部では就職先として公務員よりも東証　部企業への人気が依然として

高いのに対して，理系学部ではその逆の傾向があることを示している。理系学部でこのような傾

向がみられる背景には，上記のように大学卒業後すくに民問企業へ就職するのではなく ，大学院

終了後に民問企業の研究所なとに就職する割合が高く ，そのために大学卒業時の東証　部企業へ

の就職人数の大学志願者数に対する効果が小さいものと思われる 。

　次に，設立経過年数の志願者数に及ぼす影響をみると ，符号条件は正であり ，全学部と文系学

部では１％水準で理系学部では５％水準で有意である。係数を比べてみると ，文系学部で約

Ｏ０１７，理系学部で約Ｏ０１５と両学部で大きな差はみられない。つまり ，文系学部では平均的に設

立経過年数が１年長くなると ，翌年の受験者が約Ｏ ．０１７％増加し ，理系学部では約Ｏ ．０１５％の受験

者増という解釈になる 。しかし，どちらの学部にしても設立経過年数の及ぼす効果はそれほど大

きくはないと言える 。偏差値ダミーをみると一部の結果を除いて，文系 ・理系ともおおむね ，

Ｈｅｎｓａ１が負 ，Ｈｅｎｓａ２が正の符号条件を満たしており ，１％から５％水準で統計的に有意であ

る。 この結果は，偏差値のレベルによっ て大学受験への二極分化が起こっ ていることを示してお

り， 河合塾の調査結果とも整合的である 。つまり ，偏差値が４４ ．９以下の大学では志願者数が減少

しており ，偏差値が５５以上の大学では逆に志願者数は増加する傾向にある 。文系学部と理系学部

の比較では，理系学部のＨｅｎｓａ１の係数は約 一０６，文系学部ではその半分程度であることから ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８５５）
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理系学部では偏差値が４４ ．９以下の大学において志願者数の減少が著しいことが分かる 。偏差値の

高い大学ほど受験者が集まるという傾向は志願倍率を説明変数に用いた結呆とも整合的である
。

志願倍率の係数は理系学部のｔ 値が若干低いものの，予想とおり符号は正である 。つまり ，志願

倍率の大きな大学ほど人気が高く ，翌年の受験者は増加するという傾向がみられる 。

　次に，卒業生規模ダミーについてみてみると ，３つのダミー変数はいずれの学部でも負の符号

であり ，１％水準で有意である 。卒業生の規模が小さい大学ほど翌年の志願者数の減少が大きく

なることが特徴的である 。特に，文系学部ではこの傾向が強く表れており ，前年の卒業者数が

３００人以下の大学であれば，そうでない大学に比べて約２ ．６％翌年の受験者が減少し，前年の卒業

者数が３００人を超え６００人以下の大学であれば，約１ ．７％，６００人を超え１０００人以下の大学であれば
，

約１ ．１％志願者数が減少するという結果が得られた。一方，理系学部は卒業生の規模が大きくな

るにつれて，翌年の志願者数は約２ ．０％，約１ ．０％，約０ ．４％の順に減少している 。文系学部と理

系学部を比較した場合，卒業生規模いずれにおいても文系学部の志願者数の減少は大きく ，平成

不況の影響などから文系離れの進んでいることがこれらの結果からも明らかである 。卒業生の規

模が大きい大学において志願者数の減少が小さい理由としては，学生の大規模大学を志望する傾

向が強いためであり ，その背景には卒業生が多い大学ほと企業内におけるＯＢ　ＯＧ数も多く
，

将来の就職に有利であると受験生が考えたり ，または大規模大学ほど大学内の設備が整備されて

いることや友人を多く作れるなどの要因が関連しているものと思われる。年度ダミーはいずれの

学部においても負で統計的に有意であり ，９４年に比べて９６年は大学志願者数が減少していること

を表している 。その要因としては，１８歳人口の減少や平成不況の影響などが考えられる 。学部ダ

ミーは負の符号で１％水準で有意であり ，私立大学のなかでは文系学部よりも理系学部への人気

が高まっ ていることが分かる 。

　本推定結果から，学生が大学選ぴをする際に実質所得と実質初年度納付金を重視しており ，先

行研究の分析結果と整合的であることが分かる 。とりわけ，私立大学の進学決定には国公立大学

との授業料格差も重要な要因であることが分か った。また，東証　部企業への就職者数，設立経

過年数は大学志願者数に対して正の効果を持つものの，所得や授業料に比べるとその効呆は小さ

いことが明らかになっ た。 とはいえ，学生が大規模で偏差値の高い大学を志向する傾向は強まっ

ており ，企業による学歴を重視した就職動向がその背景にあるものと思われる 。近年では，中途

採用や能力王義に基づいて，個人の能力や経験を重視する企業も増えてはいるが，その数はまだ

少数である 。今後，企業の採用基準が変化していけば，学生の大学選択の基準も変わ ってゆくだ

ろう ・また，これに伴い大学が提供する教育サービスの質の向上が一層求められるだろう 。

６　結　　　　　論

　本論文では，私立大学の志願者数の決定要因を計量的に分析した。その結果，志願者数に影響

を及ぼす変数としては，実質所得と国公立 ・私立の初年度納付金比率以外に，卒業生規模ダミー

や偏差値タミーが大きな要因であることが明らかになっ た。 これらの変数が大学志願者数を説明

する重要な要因であることにかわりはないが，これらの結果は私立大学の平均的な姿を表してい

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８５６）
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るにすぎない。例えば，国公立 ・私立の初年度納付金比率と大学志願者数との関係をとっ てみて

も， 平均的には国公立に対して私立の初年度納付金が高ければ志願者数は減少するが，大学の中

にはそうでない特徴を有するところがあるかもしれない。私立大学をグループ分けして分析を行

うことにより ，今回の推定では明らかにされなか った点が発見されるかもしれない。このような

詳細な分析は次回の課題としたい 。

＊　論文作成にあたり ，山田彌教授，大川隆夫助教授より有益なコメントを頂いた。また，日本学術振興

会より研究助成を受けた。記して感謝したい。なお，ありうべき誤謬は著者に帰するものです 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注

１）樋口（１９９４）によると ，専修学校への志願者が増加した背景には文教政策の変更が影響していると

　ある。これは，１９７６年に政府が私大の財政を立て直すため経常費を大幅に増額すると同時に，水増し

　入学者が多い私立大学への入学者を制限しようとしたことに起因するものである 。

２）学校納付金とは，授業料と他（諸設備費，会費，保険金などの合計）の合計である 。初年度納付金

　はこれに入学金を加えたものである 。また，放棄稼得とは，高卒後すぐに就職していれば得られたで

　あろう４年分の所得をさす 。

３）　
１年前の大学進学率を用いているのは，大学需要におけるデモンストレーシ ョン効果をみるためで

　ある。デモンストレーシ ョン効果とは，個人の行動が他者の行動から受ける影響を意味する 。この場

　合，ある年度の高校卒業生の大学進学率が高いと ，次年度の卒業生も多数大学に進学することを意味

　する 。なお，アメリカのケースについては，Ｒａｄｎｅｒ　ａｎｄ　Ｍ１１１ｅｒ（１９７０）やＬｅｈｒ　ａｎｄ　Ｎｅｗｔｏｎ（１９７８）

　の分析がある 。

４）Ｎａｋａｔａ　ａｎｄ　Ｍｏｓｋ（１９８７）は，大企業への就職比率が大学の志願率に対して正で有意な効呆を持つ

　ことを示しており ，学生が将来の就職面を重視して大学選びをしていることを示唆している 。

５）以下では，推定式では用いないためＫ：Ｏと仮定する 。

６）最尤法による推定も行 ってみたが，結果は最小自乗法によるものと同様であ った 。

７）初年度納付金比率の代わりに，私立大学の初年度納付金を説明変数に用いて上記と同じ計測を行 っ

　てみたところ，いずれの学部でも初年度納付金が高いほど志願者数が減少するという結果が得られた 。

　文系学部と理系学部の価格弾力性を比べてみると ，理系学部の価格弾力性はほとんどの計測結果で２

　を超えており ，非常に価格弾力的であるのに対して文系学部の価格弾力性は１以下のものが多く ，非

　弾力的であると言える 。このことは，文系学部に比べて平均的に高い大学サービス「価格」が，文系

　学部より理系学部を受験する学生の負担増となることから ，大学サ ービスの「価格」は，理系学部の

　受験生にとっ て強い大学選択要因となっ ていることを表している 。
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